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「職員の給与等に関する報告及び給与改定に関する勧告」について

岐阜県人事委員会（広瀬 英二委員長、山田 利子委員、堤 俊彦委員）は、10月９日（木）議長及び知事
ひろせ えいじ やまだ としこ つつみ としひこ

に対し、職員の給与、勤務時間等について報告し、併せて給与の改定について勧告を行いました。

その概要は次のとおりです。

１ 給与勧告の骨子

①月例給、期末・勤勉手当とも改定なし（国：月例給、期末・勤勉手当とも水準改定なし）

②医師の給与（初任給調整手当）の改定（平成２１年４月から実施）

○国家公務員に対してとられる措置等を考慮して初任給調整手当を改定

③給与構造改革に伴う給与改定（平成２１年４月から実施）

○地域手当

・平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの暫定支給割合を改定

※県内６級地（岐阜市、大垣市、美濃加茂市、多治見市）については、現行２．５％を３．０％に改定

④教員給与制度改革に係る教育職給料表の改定（平成２１年４月から実施）

○現行の教育職給料表（二）[高校教員]及び教育職給料表（三）[小・中学校教員]を改定

（現行４級制→５級制）

２ 公民較差
○企業規模５０人以上で、かつ、事業所規模５０人以上の県内８３６事業所から無作為抽出法により

１６８事業所を抽出し、そのうちの１４６事業所について調査を行い、ラスパイレス方式により比較

○民間給与が職員給与（行政職）を１人当たり平均48円（0.01％）上回っていた。

県 国（参考）

民間平均給与 ３７８，414円 ３８7，642円

職員平均給与 ３７８，366円 ３８７，506円

較 差 48円（0.01％） 136円（0.04%）

○民間のボーナスの支給月数（４．48月）は、職員の期末・勤勉手当（ボーナス）の支給月数（４．５０

月）とおおむね均衡していた。

＜参考：人事院＞ 民間（４．５０月）、国家公務員（４．５０月）
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３ 改定の内容

（１）月例給及び期末・勤勉手当とも改定なし

＜改定を見送る理由＞

・月例給の公民給与の較差は極めて小さく、適切な給料表の改定を行うことが困難なため

・特別給（ボーナス）については、民間の支給割合とおおむね均衡しているため

（２）医師の給与（初任給調整手当）の改定

・国家公務員に対してとられる措置等を考慮して改定（平成21年４月１日から実施）

＜参考：人事院勧告＞年間給与を独立行政法人国立病院機構並みに平均で約１１％引き上げ

・若手から中堅の医師の人材確保を図るため、初任給調整手当の最高支給限度額を

１０４，０００円引き上げ（現行３０６，９００円[１種]→４１０，９００円）

初任給調整手当：専門的知識を必要とする職員の採用を容易にするため新たに採用

された職員に支給される手当

<現行>

国 1種 306,900円 2種 268,500円 3種 216,000円 4種 159,100円 5種 100,100円

県 １種 268,500円 ２種 216,000円 ３種 159,100円 ４種 100,100円

※採用の日から一定期間（15年）は定額を、それ以降は1年を経過するごとに額を減じて35年以内の期間支給

（３）給与構造改革に伴う改定

・国家公務員の給与構造改革に伴う給与改定内容に準拠し、地域手当の支給割合の改定を行う。

①地域手当の改定

・平成21年４月１日から平成２２年3月31日までの間の支給割合について、下記のとおり改定

級地区分等 平成20年度 平成21年度 完成後

１級地（東京特別区） 16% 1７% 18%

２級地（大阪市） 13％ 1４% 15%

３級地（名古屋市） 12％ 12％ 12%

６級地（岐阜市・大垣市・ 2.5％ 3％ 3％

美濃加茂市・多治見）

②勤務実績の給与への反映

・勤務成績に基づく昇給制度の運用開始及び勤勉手当への実績反映の拡大について整備をするこ

とが必要

（４）教員給与制度改革に係る教職員給料表の改定

・小学校、中学校、高等学校等に新たな職（副校長、主幹教諭、指導教諭）の設置に当たっては、

その職務に見合った適切な処遇を図るため、教育職給料表（二）及び教育職給料表（三）を改定

[現行４級制→５級制]（平成２１年４月１日から実施）

※平成19年6月の学校教育法の改正により、平成20年度から各都道府県の判断で、小・中・高校等に

副校長、主幹教諭、指導教諭の職を設置することができることとなったもの。

※県教委は、平成21年度から、新たな職（副校長、主幹教諭、指導教諭）を設置する方針
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＜職務内容＞

副 校 長 校長を助け、命を受けて校務をつかさどる。

主幹教諭 校長及び教頭を助け、命を受けて校務の一部を整理し、並びに児童生徒の教育をつかさどる。

指導教諭 児童生徒の教育をつかさどり、並びに教諭その他の職員に対し、教育指導の改善及び充実の

ために必要な指導及び助言を行う。

＜教育職給料表（二）及び同（三)：現行４級制→５級制＞

現 行 新たな職設置後

職務の級 職 職務の級 職

４級 校長 ４級 校長

３級 教頭 ３級 副校長 教頭

特２級 主幹教諭、指導教諭

２級 教諭等 ２級 教諭等

１級 助教諭等 １級 助教諭等

５ 報 告 事 項

（１）人材の確保と活用

・①多彩で有為な人材を確保、②人事評価制度の整備、③女性職員の積極的な登用、④再任用制度

の活用

（２）勤務環境の整備

・①職業生活と家庭生活の両立支援、②時間外勤務の縮減、③職員の健康管理

（３）職員の勤務時間

・勤務時間の短縮は、県民に対するサービスの提供等と密接に関連することから他県の状況及び国

の動向等を踏まえながら検討していくことが必要

＜参考：人事院勧告＞職員の勤務時間を１日7時間45分、1週38時間45分に改定

【参考】

■ モデル給与例 （単位：円）

月 額 年間給与

主 事 ２７歳 独 身 ２０７，０５０ ３，４１６，３２５

主 査 ４０歳 配偶者・子２ ３７３，４０８ ６，２００，０４５

課 長 ５５歳 配偶者 ５３８，１２５ ８，７７２，６７７

行政職平均 ４２．２歳 － ３７５，６７５ ６，２２６，２３９



給 与 勧 告 の 手 順

（実地調査 ５月～６月）
調査対象：企業規模50人以上かつ

事業所規模50人以上の事業所
県内836事業所のうち168事業所を調査

（調査時点 毎年４月１日）
調査対象：全職種（行政職、公安職、教育

職等）約2７,000人全員

★４月分給与
（給与改定の有無に

★４月分給与

（行政職給料表適用者）

事業所別調査 従業員別調査

岐阜県人事委員会では、職員と民間の４月分の給与（月例給）を調査した上で、精密に比較して得られた給与格差を解消
することを基本に勧告を行っています。

また、特別給についても、民間の特別給（ボーナス）の過去１年間の支給実績を精確に把握し、民間の年間支給割合に公
務員の特別給（期末・勤勉手当）の年間支給月数を合わせることを基本に勧告を行っています。

ラスパイレス方式に
よる比較

■給与勧告の基本的な考え方

○給与勧告の意義と役割：勧告は、労働基本権制約の代償措置として、職員に対し適正な給与を確保する機能を
有するものであり、能率的な行政運営を維持する上での基盤

○民間準拠の考え方 ：職員の給与は、市場原理による決定が困難であることから、労使交渉等によって経済・
雇用情勢等を反映して決定される民間の給与に準拠して定めることが最も合理的

職種別民間給与実態調査 人事・給与統計調査

条例案
提出

情勢適応の原則（民間準拠）
地方公務員法第14条

給料表、手当の改定の必要性を検討、判断

☆給与改定や雇用調整等
の状況

※民間の勤務条件制度との比較

☆ボーナス
（前年８月～当年７月）
※民間の年間支給月数との比較

関わらず調査） （行政職給料表適用者）

・勧告の取扱い決定
・給与改正等の検討、議会への提案

・条例改正案の審議、決定

知 事

人 事 委 員 会 給 与 勧 告

※仕事の種類、役職段階、勤務地域、学歴、年齢
を同じくする者同士の給与を比較し、公民較差
を算出

＜地方公務員法第１４条＞
地方公共団体は、この法律に基づいて定められた給与、
勤務時間その他の勤務条件が社会一般の情勢に適応する
ように、随時、適当な措置を講じなければならない。

生計費、経済・雇用
情勢、国、他都道府
県の状況

議 会


